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要     旨 

 

１ 作成の背景 

 気候変動の緩和は、全世界共通の喫緊の課題である。人類社会の持続的な発展と将来世

代への責任を果たすため、国、企業、研究機関、地域社会、個人を含むあらゆる主体が温

室効果ガス排出削減に向けた取組を進めることが求められている。しかしながら、温室効

果ガス排出を実質的にゼロとするカーボンニュートラルの実現は、個別施策の積み重ねに

よって達成されるものではない。エネルギー供給、炭素資源供給、資源循環、産業構造、

社会インフラ、地域社会、消費行動等を含む社会システム全体の変革を伴うものであり、

多様な主体による長期的かつ継続的な意思決定が必要となる。速やかな施策実現のために

は、施策実施の障害となるようなリスク事象が発生してから対策を検討する事後的なマネ

ジメントではなく、立案時からの事前的なリスクマネジメントが必要であり、さらに施策

の中止や遅延のみならず、施策相互の影響や社会全体への波及を見据え、立案段階から多

様なステークホルダーがリスクを共有し、意思決定に反映することが求められている。 

 

２ 現状及び問題点 

一方で、カーボンニュートラルのような産業システムや社会システムの変革には多様な

課題が存在する。土地利用や生態系への影響、重要鉱物資源への依存、バイオマス利用に

おける土地利用競合、リサイクル高度化に伴うエネルギー消費増加、回収炭素資源の品質

変動、これらの仕組みを支える社会インフラや制度、地域社会における安心感の醸成等の

技術的・環境的・社会的課題が挙げられる。 

さらに、カーボンニュートラル施策が社会に定着するためには、技術的成立性だけでは

なく、経済的成立性、制度的成立性、社会的成立性、人的成立性を合わせた５つの側面の

成立性が満たされる必要がある。すなわち、必要な技術が実現できることに加え、事業と

して継続可能な経済性を有すること、関連制度や規制と整合すること、社会や地域から安

心感を持って受容されること、さらに施策を担う人材や組織能力が確保されることが求め

られる。これらの成立条件が満たされない場合、施策は期待した効果を発揮できず、導入

の遅延や中断を招く可能性があり、ひいては気候変動緩和という目標を達成できない重大

なリスクとなる。 

現状では、個別の製品や製造システムの安全リスクや経済リスクをマネジメントする仕

組みは存在するが、カーボンニュートラル施策に求められる包括的で俯瞰的なリスクを事

前に把握する基盤は存在しない。 

 

３ 報告の内容 

本報告の目的は、施策推進の障害を抽出することではなく、カーボンニュートラル施策

の成立条件を体系的に確認し、多様な主体が共通認識の下で意思決定を行うためのリスク

検討フレームを提示することにある。特に、施策の立案段階からリスクを共有し、事後的

な対応ではなく、事前に対策を検討するフィードフォワード型の意思決定を支援する。 



iv 
 

(1) リスク検討フレームの要件 
カーボンニュートラル施策推進を目指すリスク検討フレームには、前述の５つの側面

の成立性を横断的に確認するとともに、施策の推進を阻害する可能性があるリスク、施

策目標が達成できない場合のリスク、施策を推進し実現することに伴うリスクを体系的

に特定できることが求められる。 

 

(2) リスク検討フレーム 
カーボンニュートラル施策の立案・推進に関わるリスクを３つに分類した。これらの

３つのリスク分類に対して、リスク検討フレームでは具体的にリスク項目を列挙し、リ

スク検討を支援する。 

第１に、「施策の推進を阻害する可能性があるリスク」である。このリスクとその原因

を把握することにより、施策実施に先立って阻害要因を緩和又は排除するための対策を

検討することができる。 

第２に、「施策目標が達成できない場合のリスク」である。１つの施策が実現できない

ことによる影響は、広く産業や社会に及ぶ。施策の目標の適切性や重要性を実施者のみ

ならず影響を受けるステークホルダーが共有し、資源配分の意思決定や他の施策と比較

しての優先順位の検討に資することができる。 

第３に、「施策を推進し実現することに伴うリスク」である。カーボンニュートラル施

策は気候変動緩和を目的とするが、その実現過程や実現後において、気候変動以外の新

たな影響を生じる可能性がある。施策の持続可能性を確保するためには、このような副

次的影響についてもあらかじめ検討する必要がある。 

これら３つの類型を体系的に整理することにより、施策の成立条件、施策間の相互依

存性及び社会全体への影響を俯瞰的に把握することを可能とする。 

 

(3) リスク検討フレームの活用 
リスク検討フレームを活用したリスクマネジメントのために次のような手順を提案し

た。 

① リスクマネジメント体制の構築 

② リスクマネジメントの前提の明確化 

③ 検討すべきリスク項目とステークホルダーの特定 

リスク検討フレームに加え、時間的な進展に伴う包括的リスク検討のために社会実装

に向けた５つの側面に関わる５つの成熟度レベル（ＸＲＬ）の利用を提案した。リスク

の原因となったり、影響を受けたりするステークホルダーの特定のために、ステークホ

ルダー・マップの作成とリスク・ステークホルダー対応マトリクスの利用を提案した。 

これらの提案に基づいて、実際に炭素自立シナリオやプラスチック循環を対象とした

カーボンニュートラル施策を立案している実務者チームによる実践的検討を行った。従

来は個別に議論されていた技術、資源、制度、社会受容性、人材等の課題を統合的に整

理し、多様なステークホルダーとの関係の中で可視化できることが、今回対象とした化
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学産業におけるプラスチック資源循環システムという１産業分野の１事例において確

認された。今後は多様な分野の異なる施策での適用を行い、その結果を蓄積し、継続的

にリスク検討フレームとその活用方法を改善する必要がある。本フレームは完成形では

なく、多様な主体による適用と実践を通じて、継続的に改善・発展させていくことが重

要である。 

施策の中止や遅延のみならず、施策相互の影響や社会全体への波及を見据え、立案段

階から多様なステークホルダーがリスクを共有し、意思決定に反映することが求められ

ている。本フレームは、特定されたリスクの評価や対応策検討・実施について具体的な

手法を提示するものではないが、施策の成立条件とステークホルダー間の関係性を議論

する共通言語となるものである。 

本フレームが、国、自治体、企業、研究機関、金融機関、地域社会等、多様な主体の

共通言語として活用され、カーボンニュートラル施策の円滑かつ効果的な推進に資する

ことを期待する。 
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１ はじめに 

気候変動の緩和は、全世界共通の喫緊の課題である。気候変動に関する政府間パネル（Ｉ

ＰＣＣ）は、人間活動が主として温室効果ガス（ＧＨＧ）の排出を通じて地球温暖化を引

き起こしてきたことには疑う余地がないとしており、世界平均気温上昇を産業革命前から

1.5℃以内に抑えるためには、2050 年代初頭までにカーボンニュートラル（ＣＮ：ＧＨＧ

排出量を正味ゼロとする状態）を達成する必要があることを示している[1][2]。人類社会

の持続的な発展と将来世代への責任を果たすため、国、企業、研究機関、地域社会、個人

を含むあらゆる主体がＧＨＧ排出削減に向けた取組を進めることが求められている。 

近年、ＣＮに向けた取組は、単なる環境政策の枠組みを超え、エネルギー政策、産業政

策、安全保障政策、資源循環政策等と密接に関係するようになっている。欧州連合（ＥＵ）

による炭素国境調整措置（ＣＢＡＭ）の導入[3]、米国の一部の州における大規模な脱炭素

産業支援政策、中国をはじめとする各国のエネルギー転換投資等、世界各国は脱炭素化と

産業競争力の確保を同時に目指している。また、近年の地政学的緊張の高まりやエネルギ

ー・資源価格の変動は、エネルギー安全保障や資源確保の重要性を改めて浮き彫りにして

いる。環境政策に関する学術研究の立場からも現状は岐路にあるとの認識について複数の

論考が示されている[4]。脱炭素化はもはや環境保全のみを目的とする施策ではなく、社

会・経済システム全体の持続可能性を左右する重要課題となっている。 

日本においても、グリーントランスフォーメーション（ＧＸ）推進戦略[5]の下で、再生

可能エネルギー導入、水素・アンモニア利用等の取組に加え、金属やプラスチックの資源

循環、バイオマス利用、カーボンリサイクル技術の開発等が進められている。特に化学産

業や素材産業においては、エネルギーの脱炭素化だけではなく、化石資源由来の炭素資源

を持続可能な循環炭素資源へ転換することが求められている。社会はエネルギーだけでな

く、プラスチック、化学品、建材等、多様な炭素含有製品によって支えられており、ＣＮ

社会の実現には化学・素材産業に留まらず、炭素含有製品のサプライチェーン全体が連携

し、炭素そのものを社会の中で循環利用しながら必要量を安定的に確保する仕組みが不可

欠である。すなわち、再生可能エネルギーへの転換とともに、循環可能な炭素資源を基盤

とする「炭素自立型社会」への移行が求められている[6]。 

日本学術会議においても、循環経済を活かし自然再興と調和する炭素中立社会への移行

に関する検討委員会から提言「気候危機に対処するための産官学民の総力の結集－循環経

済を活かし自然再興と調和する炭素中立社会への転換－」が公表され、循環経済や自然再

興との統合的推進の重要性が指摘されている[7]。 

しかしながら、ＣＮの実現は、単一技術の導入や個別施策の積み重ねによって達成され

るものではない。エネルギー供給、炭素資源供給、資源循環、産業構造、社会インフラ、

地域社会、消費行動等を含む社会システム全体の変革を伴うものであり、多様な主体によ

る長期的かつ継続的な意思決定が必要となる。本報告においては、このようなＣＮの実現
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を目的とする国や自治体による行政施策、産業 1における技術・製品・サービス 2開発や新

技術導入・業界内や異業種連携、大学や研究機関等による研究開発や人材育成、学会等学

術団体によるルールや提言の策定、金融機関等による投資、地域社会の連携、ＮＰＯ等に

よる提言・啓発等、すべての活動をカーボンニュートラル施策（以下、ＣＮ施策）と呼ぶ。 

一方で、このようなＣＮ施策による社会システムの変革には多様な課題が存在する。例

えば、再生可能エネルギー導入に伴う土地利用や生態系への影響、重要鉱物資源への依存、

バイオマス利用における土地利用競合、リサイクル高度化に伴うエネルギー消費増加、回

収炭素資源の品質変動、これらの仕組みを支える社会インフラや制度、地域社会における

安心感の醸成[8]等の技術的・環境的・社会的課題が挙げられる。 

さらに、ＣＮ施策が社会に定着するためには、技術的成立性だけではなく、経済的成立

性、制度的成立性、社会的成立性、人的成立性を合わせた５つの側面の成立性が満たされ

る必要がある。すなわち、必要な技術が実現できることに加え、事業として継続可能な経

済性を有すること、関連制度や規制と整合すること、社会や地域から受容されること、さ

らに施策を担う人材や組織能力が確保されることが求められる。これらの成立条件が満た

されない場合、施策は期待した効果を発揮できず、導入の遅延や中断を招く可能性がある。 

また、ＣＮ施策の多くは研究開発から社会実装、設備更新、廃棄に至るまで長いライフ

サイクルを有し、その影響は広範な地域や産業に及ぶ。さらに、エネルギーシステムと炭

素循環システムは相互に密接に関連しており、１つの施策の選択が他の施策の成立性や有

効性に影響を与える。そのため、問題発生後に対応する事後的なフィードバック型の取組

だけでは十分ではなく、施策の企画・設計段階から成立条件とそれを阻害するリスク 3を体

系的に把握し、多様な主体が共有しながら事前に意思決定を行うフィードフォワード型の

アプローチが求められる。 

ＣＮ施策の成否は、政策立案者、事業者、研究者、金融機関、地域住民、消費者等の多

様なステークホルダーの判断と協力によって決まる。各主体は異なる価値観や評価軸を有

しているため、施策推進に当たっては個別分野の専門知識のみならず、多様な主体が共通

の視点で課題、不確実性及び機会を議論できる枠組みが必要である。 

総合工学委員会・機械工学委員会合同工学システムに関する安全・安心・リスク検討分

科会では、2020 年に「工学システムの社会安全目標の新体系」についての提言[9]、2023

年に「工学システムに対する「安心感」の醸成」についての見解[8]を発出している。しか

し、ＣＮ施策は工学システムに限定されず、また事故や災害以外の多様なリスクが想定さ

れるため、第 25期より、ＣＮ社会への移行に関わる多様な主体の意思決定を支援すること

を目的として、施策推進に伴うリスクを体系的に検討するためのフレームについて議論を

進めてきた。また、公益社団法人化学工学会地域連携カーボンニュートラル推進委員会（Ｃ

 
1 産業とは、エネルギー産業や製造業にとどまらず、すべての産業セクターを含む 
2 製品・サービスとは、工業製品にとどまらず、農林水産業の産出物、運輸業による輸送、サービス業によ

る無形の価値提供などを広く含む 
3 リスクには様々な定義があるが、本報告においてはＣＮ施策に関する好ましくない影響やその発生の可能

性を広くリスクと呼ぶ 
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Ｎ推進委員会）との連携の下[10]、炭素自立シナリオやプラスチック循環を対象とした実

践的検討を通じて、その有効性を検証してきた。 

本報告で提示するリスク検討フレームは、単にリスクを抽出するためのツールではない。

ＣＮ施策の可否を規定する５つの側面の成立性を体系的に確認し、多様な主体が共通認識

の下で意思決定を行うための基盤を提供することを目的とする。 
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２ カーボンニュートラル施策推進におけるリスク検討フレームの意義 

(1) カーボンニュートラル施策立案及び推進の現状と問題点 
ＣＮ施策は、エネルギー供給、資源循環、産業構造、地域社会及び消費行動を含む社

会システム全体の変革を伴う。このため、施策の評価や意思決定においては、個別技術

や個別事業の成立性だけではなく、施策全体の成立条件を俯瞰的かつ体系的に検討する

ことが重要となる。本報告では、技術、経済、制度、社会及び人材に関わる５つの側面

の成立性の観点から、施策推進に伴うリスクを整理するためのフレームを提案する。 

国のＣＮ施策としては、2050年炭素中立を目指すことを 2020年に宣言し、2025年２

月には 2040 年度の排出量を 2013 年度から 73%削減という目標（ＮＤＣ：国が決定する

貢献）を国連に提出した[11]。この目標に向けて地球温暖化対策計画が策定され、エネ

ルギー転換、産業・業務・運輸等の省エネや脱炭素化、地域・くらしの脱炭素化、横断

的取組としてのカーボンプライシングや循環経済への移行、吸収源確保、世界への貢献

等の施策が示されている。 

産業界においても、2025年３月に日本経済団体連合会がカーボンニュートラル行動計

画を公表し、その中で 2050年ＣＮ実現に向けたビジョン及び 2023年度までの実績に基

づくフォローアップを示している[12]。この計画には、産業界毎の行動計画も示されて

いる。 

個々の企業においても、ＧＨＧプロトコル 4[13][14]に基づいて企業のバリューチェ

ーン全体のＧＨＧ排出量を算定・開示し、その削減のための事業計画や技術開発を進め

ている。 

学会や大学、研究機関、民間団体においても多くのＣＮシナリオの提言がなされてい

る[6][15][16][17][18][19]。 

しかしながら、ＣＮ施策では、技術成熟度（ＴＲＬ：Technology Readiness Level）

が低い技術の開発と利用、国外の資源や製品が必須となる技術利用、社会実装の事例が

ない施策、経済性や社会受容性が未知の施策、気候変動緩和効果の定量的な算定が不十

分な施策等、施策自体の実現の遅れや失敗可能性がある。加えて、立案される施策は、

政策領域、産業領域、事業領域毎の個別の施策であることが多く、施策間の依存や排他

等の相互作用、人材や資金、土地、資源等のリソースの不足や競合等についての俯瞰的

な検討が不足しているものも少なくない。例えば、ＣＮ実現における重要な施策の１つ

である再生可能エネルギーの主力電源化は、コスト上昇等の経済性や環境影響を含めた

立地、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）施策やＡＩ向けデータセンター拡大

による需要増加、発電・送電・受電の不整合、海外製品依存、計画から設置、保守、廃

 
4 ＧＨＧプロトコルは、世界資源研究所（ＷＲＩ）、持続可能な開発のための経済人会議（ＷＢＣＳＤ）が設

立したＧＨＧプロトコルイニシアチブが策定した事業者のサプライチェーン全体からのＧＨＧ排出量を算定

するための国際基準である。事業者が直接排出したＧＨＧを「スコープ 1」、他事業者から供給されたエネル

ギー使用により排出したＧＨＧを「スコープ 2」、その他の事業活動にかかわるサプライチェーン全体からの

ＧＨＧ排出を「スコープ 3」の 3 つのスコープに区分されている。 
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棄までのマネジメント人材の不足等、実現には多くの不確実性がある。そして、再生可

能エネルギー主力電源化施策の推進と成否は、すべての産業分野のＣＮ施策やＤＸ施策

等に影響を与える。 

このように、ＣＮ施策の成否は、５つの側面の成立性によって規定される。ＣＮ施策

推進の障壁となるリスクは、これら５つの成立条件のすべてを充足する過程に存在しう

る。また、あるＣＮ施策の推進とその成否は、ＣＮを目的としない施策を含めた他の施

策推進のリスクとなりうる。しかし現状では、これらの成立条件を体系的かつ俯瞰的に

検討するための共通的な枠組みが十分に整備されているとは言い難い。その結果、個別

主体の視野に基づく限定的なリスク検討に留まったり、問題発生後に対応する事後的な

取組に依存したりする場合も少なくない。 

 

(2) カーボンニュートラル施策推進のためのリスク検討フレームの役割 
前述のようにＣＮ施策推進には多様な形態のリスクが想定されるため、施策の速やか

な実現のためには、施策の実施主体が立案時や実施時にできる限り早くリスクを俯瞰的

に把握し、推進の障壁となる前に排除・緩和することが求められる。 

一般的な製品安全や製造現場での安全対策では、リスクを考慮すべきシステム範囲が

限定的であり、これまでの知見に基づいて実施者や設計者自らがリスク事象を把握し、

リスクの発生確率や発生時の被害程度を定量し、対策を取ることが可能な事象も多い。

それでもリチウムイオン電池使用製品廃棄処理時の発火問題のように、社会実装からの

時間が短く、普及が急速な技術では技術導入による大きな便益と製品ライフサイクルに

わたるリスクとのトレードオフの検討が不十分な事例も少なくない[20][21]。さらにＣ

Ｎ施策では、対象とするシステムが広範かつ複雑であり、多数の主体が関与するため、

単一の主体のみで網羅的なリスク分析を行うことは困難である。 

リスク管理における国際的な標準化指針である ISO31000[22]では、あらゆる種類の

リスクのマネジメントを行うための共通の取組方法が示されている。この中で、リスク

分析には、不確かさ、リスク源、結果、起こりやすさ、事象、シナリオ、管理策及び管

理策の有効性の詳細な検討が含まれることが定義されており、また、１つの事象が複数

の原因及び結果を持ち、複数の目的に影響を与えることがあることも記載されている。

この考え方をＣＮ施策に適用すると、施策を適切に立案・実施するためには、その影響

をリスクという観点から体系的に検討する必要がある。 

ＣＮ施策では、考慮すべきシステム範囲が格段に広く、適切な立案と速やかな実施・

実現のためにはリスク分析と対策が不可欠である一方で、施策の実施主体だけでは網羅

的な分析や対策ができない。本報告で提示するリスク検討フレームは、施策の実施主体

が個別施策に内在するリスクを抽出するためだけのものではない。５つの側面の成立性

という観点から施策の成立条件を体系的に確認し、多様なステークホルダーが共通認識

の下で議論を行うための共通基盤として機能することを目的とする。 
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(3) リスク検討フレームの要件 
このような役割を果たすために、リスク検討フレームは多様な施策に内在するリスク

や外部の施策や状況から引き起こされるリスクを広範に、かつ体系的に提示する必要が

ある。そして、リスクマネジメントを行う施策主体が俯瞰的に施策に関連するリスク項

目を抽出できる構成であることが必要である。そのために、ＣＮ施策推進に関するリス

クを以下の３つの観点から整理する。 

第１に、「施策の推進を阻害する可能性があるリスク」である。これは技術、経済、制

度、社会、人材の５つの側面の成立条件が満たされないことにより、ＣＮ施策推進の継

続が困難となるリスクである。このリスクとその原因を把握することにより、施策実施

に先立って阻害要因を緩和又は排除するための対策を検討することができる。 

第２に、「施策目標が達成できない場合のリスク」である。検討対象のＣＮ施策が目標

を達成できないことによる影響は、当該ＣＮ施策実施者のみならず広く産業や社会に及

ぶことがある。当該ＣＮ施策が実現されることを想定して実施される他の施策の実施に

も影響を及ぼすリスクがある。その帰結として、社会全体で気候変動の緩和ができない

ことによって引き起こされる地球環境や人間社会、生態系等に影響を及ぼすリスクまで

想定される。このようなリスクを特定することは、施策の目標の適切性や重要性を実施

者のみならず影響を受ける他の施策実施者を含むステークホルダーが共有し、資源配分

の意思決定や他の施策と比較しての優先順位の検討に資することができる。 

なお、施策を実施しないことによって、技術イノベーションの機会を失う、新たな市

場創出の機会を失う、国際競争力を失う等の産業機会や経済機会を逸失するリスクが存

在するが、ＣＮ施策としてではなく、産業施策としての議論であるため対象外とした。 

第３に、「施策を推進し実現することに伴うリスク」である。ＣＮ施策はＧＨＧ排出量

をネットゼロとし、その結果として気候変動緩和を目的とするが、その実現過程や実現

後において、気候変動に対する好ましい影響とは独立した、土地利用、生物多様性、資

源利用、地域社会、産業活動、消費生活等に対する新たな影響を生じる可能性がある。

施策の持続可能性を確保するためには、このような副次的影響についてもあらかじめ検

討する必要がある。 

したがって、ＣＮ施策推進を目指すリスク検討フレームには、５つの側面の成立性を

横断的に確認するとともに、施策の推進阻害原因となるリスク、目標が達成できない場

合のリスク、施策を推進し実現することに伴うリスクを体系的に分析できることが求め

られる。 

なお、リスク検討フレーム及びその活用方法は、ＣＮ施策の実施内容や主体によって

変わりうるものである。今後の多様な主体の検討によって、フレームの改善や活用事例

の集積が必要である。  
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３ リスク検討フレーム 

ＣＮ施策は、技術開発、社会実装、制度整備、社会受容、及び人材育成の各段階におい

て多様な不確実性を伴う。第２章で述べたように施策の成立条件を体系的に確認する観点

から、リスク検討フレームは、リスクを３つの類型「施策の推進を阻害する可能性がある

リスク」、「施策目標が達成できない場合のリスク」及び「施策を推進し実現することに伴

うリスク」に整理する。 

以下では、これら３つの類型に沿ってリスクを整理する。第１の類型については主とし

て施策の成立条件の観点から、第２、第３の類型については主として影響を受ける対象の

観点から整理する。なお、個々のリスク事象は複数の成立条件や主体に関連する場合があ

るため、多様な主体によるリスクの網羅的把握を目的として整理を行った。 

 

(1) 施策の推進を阻害する可能性があるリスク 
① 社会的合意の課題 
ア 気候変動に関する認識不足 

気候変動に関する科学的知見の認識不足により、ＣＮ施策の重要性、優先性、研

究開発や投資、社会や産業転換の判断ができない。 

イ 各主体の立場や利害の相違 

経済的発展段階や想定される気候変動の影響、ＣＮ施策による利害や優先順位の

相違がある主体間では施策実施に合意・協調できない。 

ここで主体には、個人、企業、産業分野、行政組織、地域、国家、社会全体等が

包括的に含まれる。 

 

② 産業移行の課題 
ア 企業の施策や検討の不備 

施策立案時の検討不足、投資不足により、施策遂行ができない。下記のような課

題により事業者の施策遂行が中断する。 

イ 施策実装コストの増大 

施策実装に伴う技術、企業経営、産業構造、社会生活の転換コストの増大によっ

て、実装が進まない。 

ウ 社会技術として対応すべきリスクの残存 

実施者が施策実装や関連するサービス・事業転換を目指しても、人材や資源等の

リソース不足や社会制度未転換、ユーザーの新規サービス・製品の不受容、既存サ

ービス・製品の継続ニーズ等、社会技術として対応すべきリスクが残存する。 

エ システムライフサイクルの課題 

施策を実現するシステムの技術開発、システム設計、システム構築、システム運

用、システム管理、システム廃止までのライフサイクル（以下、システムライフサ

イクル）が適切に進まない。ここでは例えば以下のような課題がある。 

・技術開発において目標とする機能が達成できない。 
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・システム設計において要求される要素技術が存在しない。 

・システム構築において要求される要素装置が存在しない。 

・システム運用において安定性や安全性、信頼性が確保できない。 

・システム管理において不具合の検出ができない、保守ができない。 

・システム廃棄の方法が確立していない。 

・システムライフサイクルの遂行を可能とする人材が不足する。 

・システムを構築・運用する事業者が存立できない。 

オ 製品ライフサイクルの課題 

ＣＮ施策を実現する製品やサービスに必要な資源やエネルギーの入手から素材・

製品生産やサービスの提供、使用、廃棄までのライフサイクル（以下、製品ライフ

サイクル）が適切に運用されない。ここでは例えば以下のような課題がある。 

・必要な資源・素材・エネルギーが調達できない。 

・素材・製品生産やサービス提供において有害物質や危険な廃棄物が発生する。 

・製品やサービスの使用において安定性や安全性が確保できない。 

・製品の廃棄・リサイクル方法が確立していない。 

・製品やサービスが使用者に受容されない。 

・ライフサイクル内の物流において安全に保管・輸送できない。 

・製品ライフサイクル全体でのＧＨＧ排出量が既存技術より削減できない。 

・ライフサイクルコストが既存技術に対して著しく上昇する。 

 

③ 需要側の選択の課題 
ア 既存製品・サービス利用の継続・ＣＮ施策による新製品・サービスの不選択 

経済性や使い勝手、情報不足、消費者の非合理的行動等の理由により、新技術に

よる製品・サービスが選択されない。 

イ 選択の意義の認識不足や無力感 

製品・サービスの地球環境への影響を認識できない、あるいは個人が地球環境を

意識して行動を変化させても効果が小さいという無力感から、新技術による製品・

サービスが選択されない。 

 

④ 気候変動緩和効果に関する課題 
ア 気候変動緩和に必要なＣＮ施策の実現時期と内容の検討が不十分 

・各分野の実施マイルストーンの設定が不十分である。 

・ＣＮ施策の気候変動緩和効果の検討が間違っている。 

・製品・サービスのライフサイクルとしての検討が不十分である。 

イ 気候変動緩和に対して、ＣＮ施策の寄与の検討が不十分 

・立案したＣＮ施策自体は成功したが、その施策の実施だけでは、気候変動が食い

止められない可能性がある。 

・個別の施策実施を見ているため、俯瞰的な全体最適が実現できない可能性がある。 
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(2) 施策目標が達成できない場合のリスク 
① 地球温暖化の進展に伴うリスク 
ＣＮ施策が実現できない、あるいは実現できた場合でもそのＧＨＧ排出量削減効果

が期待通りではなく、地球温暖化が進行し、その帰結としての気候変動が人間社会や

生態系の大きなリスクであることは科学的に明らかである[1][2]。ここではこのリス

クについての具体的列挙は割愛するが、リスク検討においては以下の指摘に留意する

必要がある。 

ア 非気候要因によるリスク 

人為起源の非気候要因（例えば、天然資源の持続不可能な利用、生息地の分断、

及び汚染物質による生態系の損害等の環境・生態系への負荷、人口増加、都市化、

経済的格差等の社会経済的要因）が現在の生態系の気候変動に対する脆弱性を悪化

させている。 

イ リスクの偏在 

人間の脆弱性は、地域や自治体の行政及び国の政府、コミュニティ、民間部門に

よるインフラや基本的サービスの提供能力が最も低いところに、将来的にも集中し

続ける。 

ウ 国境を越えたリスク 

極端な気象と気候は、サプライチェーン、市場、及び天然資源の流れを通じ、国

境を越えて経済的・社会的影響を引き起こしており、水、エネルギー及び食品の部

門をまたいで国境を越えたリスクが増大すると予測される。 

 

② ＣＮ施策未達成に伴う社会・経済・政策上のリスク 
ＣＮ施策が実現できない場合には、地球温暖化の進展そのものによる影響に加え、

国際的な協調体制、政策運営、産業活動及び社会生活にも様々な影響を及ぼす可能性

がある。これらは気候変動の直接的な影響とは異なるが、ＣＮ施策の成否に伴って生

じる重要な社会的リスクである。 

ア 国際協調枠組みの混乱 

ＣＮ施策が目標どおり実現できなかった状況で、ＣＮ施策進展や国力の差異等に

よって国際協調が混乱する可能性がある。 

イ 政策枠組みの混乱 

ＣＮ施策が目標どおり実現できなかった状況で、次の環境政策や経済政策、エネ

ルギー政策、技術政策が混乱する可能性がある。 

ウ 産業構造の混乱 

ＣＮ施策が目標どおり実現できなかった状況で、事業環境の変化に伴う継続可能

性が低下する可能性がある。 

エ 社会生活の混乱 
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ＣＮ施策が目標どおり実現できなかった状況で、生活スタイル変化や生活コスト

の上昇、生活の快適性や満足感の低下等の影響がある。 

 

(3) 施策を推進し実現することに伴うリスク 
① 産業への影響 
ア 事業者・事業分野間格差の拡大 

ＣＮ施策に対応し展開できる事業者・事業分野とできない事業者・事業分野間で

格差が拡大する可能性がある。 

イ 必要とされる人材の変化 

既存人材で、ＣＮ施策に関わる事業を運営したり、技術を開発することが困難に

なったり、ＣＮ施策で求められる人材が獲得できなかったり、移行期における既存

技術を使用した製品・サービスやそれを支えるシステムの運営・保守に関わる人材

が不足する可能性がある。 

ウ 資金・投資の流れの変化 

新たな産業・技術システムの参画により、投資の流れが急激に大きく変化し、Ｃ

Ｎ施策に対応する事業の資金が不足したり、過度に集中する可能性がある。事業形

態や製品・サービスが変化するために、既存事業投資の回収を行えない可能性があ

る。 

エ 地域格差の発生 

ＣＮ施策に関わる知的財産を押さえ新たな産業を育成できた地域・国、ＣＮ施策

の遂行に求められる地理的条件を満たす地域・国と、そうでない地域・国と格差が

発生する可能性がある。 

 

② 資源・エネルギーに関するリスク 
ア 供給の不足や不安定 

・資源・水素等の新たなエネルギーキャリア・再生可能エネルギーの生産・輸送設

備が不足したり、生産地の偏在や気候条件により不安定な供給になったりする可

能性がある。 

・新技術を用いたシステムに様々な問題が発生し、必要な量を安定的に供給できな

い可能性がある。 

・供給される資源・エネルギーの質が安定しない可能性がある。 

イ コストの変化 

産業コストは、増加する可能性も減少する可能性もあるが、ここでは、リスクを

好ましくない影響と捉えているので、増大の視点でまとめている。 

・新システムに必要な原材料の確保が難しくなり、コストが増大する可能性がある。 

・新システムが予定通りの稼働ができずに、コストが増大する可能性がある。 

・新システムに付帯する送電・蓄電・輸送・貯蔵システムの設置、バックアップ設

備の確保によるコストが増大する可能性がある。 
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・事業の小規模化によってスケールメリットが失われ、ネットワークメンテナンス

や効率化に支障を来す可能性がある。 

・重要技術の特許を他国・他企業に取得され、その知的財産使用に費用が発生する

可能性がある。 

ウ 技術への影響 

・持続可能な炭素資源・水素等の新たなエネルギーキャリア・再生可能エネルギー

等の生産・供給の安定化システムの技術開発、安全性、設置場所、コスト等に課

題が発生する可能性がある。 

・新技術のシステムの安全性の問題が発生する可能性がある。 

・新システムの運用に専門的技術や熟練が必要となり、そのシステムの設置や運用

に課題が発生したり、継続できなかったりする可能性がある。 

エ 既存技術の衰退 

・新システムへの移行期に火力発電や石油化学等の既存技術及びその運転・保守技

術が衰退する可能性がある。 

オ 資金不足・事業継続の問題 

・投資が不足したり、事業が安定化しなかったり同業者との競争に勝てないことで、

事業が継続できなくなる可能性がある。 

カ システムライフサイクル・製品ライフサイクルの視点でのリスク 

・第３章(1)②で記したシステムライフサイクル及び製品ライフサイクルに関する

課題は、ＣＮ施策が実現した状況下でのシステム維持においても課題として発生

することがある。 

 

③ ハード・トゥ・アベイト産業 5への影響 
ア 業況の悪化 

・石炭・石油・天然ガス等化石資源の生産・供給が縮小することによる価格高騰の

可能性がある。 

・炭素や化石資源を使用した製品やサービスの需要が減少する可能性がある。 

・製品販売・サービスが不振に陥ったり、人材が集められなくなったりする可能性

がある。 

・安全投資が減少し安全性に問題が発生する可能性がある。 

・上流や下流の関連産業、ＣＮ施策への転換に成功した産業にも影響が生じる可能

性がある。 

イ 新たな製造プロセスの課題 

 
5 ハード・トゥ・アベイト産業とは、石炭や石油など炭素を多く含む化石資源を原燃料として使用し、電化

が困難で、既存技術では GHG 排出削減が困難な産業を指す。例えば、鉄鋼、化学、セメント、紙・パル

プ、航空、海運などの産業が該当する。 
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・ＧＨＧを排出しない、あるいは大幅に削減できる新たな生産技術の開発、原材料

転換、あるいは設備投資や新たな原材料調達、安全性、労働生産性、品質、コス

ト等の問題が発生する可能性がある。 

・炭素循環システムの構築や運用に必要な技術や資金が不足したり、関係者との協

調ができなかったり、コストの高騰によって循環システムが成立しなくなる可能

性がある。 

ウ 他施策への影響 

・ハード・トゥ・アベイト産業への影響が、他産業や経済全体に影響を及ぼす場合

がある。 

 

④ 気候変動以外への影響 
ア 自然環境への影響 

自然環境や、生態系、景観等に好ましくない影響を与える可能性がある。 

イ 地域資源への影響 

土地利用や水資源等の地域資源の枯渇・競合の問題を起こす可能性がある。 

ウ 社会・生活への影響 

生活環境が変化して、生活や社会活動に好ましくない影響を与える可能性がある。 

エ 文化への影響 

製品・サービスの変化や選択肢の減少等により、文化に好ましくない影響を与え

る可能性がある。 

オ 新たな環境・健康・安全への影響 

新たな製品・サービスの廃棄段階を含むライフサイクル全体や含有物質によって

環境・健康・安全に好ましくない影響を与える可能性がある。 

 

⑤ 生活への影響 
ア 選択肢の変化 

新たな製品・サービスの展開と既存製品・サービスの廃止によって生活スタイル

の選択肢に影響をもたらす可能性がある。 

イ 生活費の変化 

新たな製品サービスの展開と既存製品サービスの廃止によって生活費に影響を

もたらす可能性がある。新製品サービスへの切り替えのコストや手間がかかる可能

性もある。 

ウ 生活の快適性・満足感の変化 

新たな製品サービスの展開と既存製品サービスの廃止によって生活の快適性や

満足感に影響をもたらす可能性がある。 

エ ＣＮへ貢献している実感の変化 

ＣＮ施策の成功に対する充実感の反面、快適性や満足感が得られず、ＣＮ施策受

容性や参加に変化が起きる可能性がある。 
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⑥ 国・地域への影響 
ア 経済・産業への影響 

ＣＮ施策の進捗により、国・地域の制度・経済・産業・生活に影響をもたらす可

能性がある。 

イ 影響の差異の発生 

地理的、経済的状況等の差異により ＣＮ施策の効果に差異が出る可能性がある。 

ウ 国間、地域間格差の拡大 

地理的、経済的状況等の差異により、経済格差や産業競争力格差が拡大する可能

性がある。 

 

⑦ 国際的リスク 
ア 特定の国への依存 

ＣＮ施策の進展状況で、資源確保や知的財産等で、特定の国への依存が強まる可

能性がある。 

イ 国際競争の激化 

ＣＮ施策の主導権争いや資源や市場確保に関して競争が激化する可能性がある。 
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４ リスク検討フレームの活用 

(1) 本リスク検討フレームの活用方法 
第３章で示したリスク検討フレームは、ＣＮ施策に伴う多様なリスクを体系的に把握

するためのものである。しかし、リスク項目を列挙するだけでは施策の実効性向上には

十分ではない。重要なことは、抽出されたリスクを関係するステークホルダーと結び付

け、リスク分析結果を施策マネジメントによる迅速で継続的な意思決定及び施策改善の

支援に活用することである。 

本リスク検討フレーム活用の全体像を図１に示す。まず、①にて説明する施策マネジ

メント体制の中にリスクマネジメント体制を構築し、施策マネジメントとリスクマネジ

メントが協働して継続的に意思決定に反映できる体制とする。その上で、②にて説明す

るようにリスクマネジメントの前提条件を明確化する。第３章に示したリスク検討フレ

ーム構造を参照しながら、③にて説明する施策の時間的進捗を示す XRLロードマップに

よって、第３章(1)に述べた推進阻害となるリスクを特定し、④にて説明するステークホ

ルダーとその関係性を示すステークホルダー・マップを用いて原因となるステークホル

ダーを特定する。同様にステークホルダー・マップやシステムライフサイクル情報、他

の施策情報から第３章(2)に述べた施策の遅延や中止による影響、あるいは第３章(3)に

述べた施策の推進や実現による影響と、その影響を受けるステークホルダーを特定する。

その結果を④にて説明するリスク・ステークホルダー対応マトリクスとして整理し、リ

スク評価及び対応策検討・実施へ展開する。 

図１ リスク検討フレームを活用したＣＮ施策のリスクマネジメントの全体像 

（リスク評価及び対応策検討・実施は施策によって進め方が異なるため、本報告で

は具体的な手法として提示していない） 
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以下に、リスクマネジメント実施の要点を整理する。 

 

① リスクマネジメント体制の構築 
個々の施策のリスクマネジメントを実施するためには、施策を熟知し、リスクの原

因と影響を受ける事象、さらにリスクの評価及び対策を検討できる専門知識をもった

チームを構成し、意思決定者とリスクに関わる情報を共有できるリスクマネジメント

を実施する必要がある。 

検討すべきリスクの中には、国際情勢や政策変更、自然災害により発生するリスク

のように、個別のマネジメント主体では、その発生を防ぐことが難しいリスクも含ま

れる。また、対象となるＣＮ施策が実現できても、気候変動やその他の環境問題が解

決できない可能性もある。これらのリスクの存在は認識し、対策を検討しておく必要

があるので、リスクマネジメント体制においてもそのような知識が得られることが望

ましい。 

リスクマネジメント実施の間においても、必要に応じて、リスクの原因となる、あ

るいは影響を受けるステークホルダーが参加するサブチームの設置によるリスク項目

の共有やリスク回避の検討、リスクマネジメントや施策に関わる専門家の参画による

マネジメントのレビュー、国際関係や環境学等の体制外の専門家への調査を行うこと

も必要である。 

 

② リスクマネジメントの前提の明確化 
リスク検討を始めるにあたって、迅速かつ的確な意思決定に反映するために以下の

事項を議論し、明確にしておく必要がある。 

・マネジメントの対象となる施策の目標 

・達成時期や実施期間 

・システムライフサイクルの範囲 

・リスク検討の結果を意思決定に活用する主体（例えば、行政における首長、企業

における経営者、技術開発プロジェクトリーダー等） 

・リスクマネジメントにおける情報管理 

 

以下の③④は、その後に続くリスク評価、対応策の検討・実施と並行して継続的に

実施し、施策やリスク対策の進捗に応じて繰り返す必要がある。 

 

③ 検討すべきリスク項目の特定 
構築したリスクマネジメント体制において、リスク検討フレームを参考にして、対

象とする施策において検討すべきリスク項目とそれに関わるステークホルダーを特定

する。本節では、リスク項目の特定について議論するが、次節④ステークホルダーの

特定と並行して実施することが望ましい。 

リスク項目としては、第３章のフレームの分類に応じて、以下のように検討を行う。 
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１）「施策の推進を阻害する可能性があるリスク」第３章(1) 

立案から実施のすべてのフェーズを通して、施策遂行上の障害となるリスク項目を

特定する。同時に、特定されたリスク項目に関わるステークホルダーを明確にする。 

 

２）「施策目標が達成できない場合のリスク」第３章(2) 

立案フェーズでは、施策の目標達成の必要性と実施者、産業、社会への役割を明確

にする。実施フェーズでは、施策達成の遅延、計画変更、中止の判断が必要な場合に、

影響を受けるステークホルダーとリスク項目を特定する。 

 

３）「施策を推進し実現することに伴うリスク」第３章(3) 

立案から実施までの移行期間及び実施後を含むすべてのフェーズを通して、施策の

推進中や目標を達成した後に影響を受けるステークホルダーとリスク項目を特定する。 

 

ＣＮ施策では、再生可能エネルギー・水素・アンモニア・（原料としての）二酸化炭

素・バイオマス・（再利用可能な資源としての）廃棄物等、他の施策がその供給可能性

を前提に進めている素材やエネルギー、社会インフラが少なくない。また、異なる施

策が同じ資源・エネルギーを調達する場合に制約や競合が発生しうる。 

リスク項目の特定には、第３章に示したフレームを参照しつつ、第２章で議論した

ように５つの側面の成立性という視点が必要である。そのために、X Readiness Level

（ＸＲＬ）の考え方を援用し、施策の時間的進捗におけるリスクを検討することが有

効である。ＸＲＬは、内閣府第３期戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）

で取り入れられた成熟度レベルの考え方であり、表１に示すように、施策の成立性に

関わる５つの側面のそれぞれに対応する成熟度として、従来から技術開発水準の評価

指標として用いられていた技術成熟度 Technology Readiness Level（ＴＲＬ）に加え、

ビジネス成熟度（ＢＲＬ）、ガバナンス成熟度（ＧＲＬ）、社会成熟度（ＳＲＬ）、人材

成熟度（ＨＲＬ）を評価指標としている[23]。ＴＲＬ以外の成熟度レベルを評価指標

に加える考え方は、米国エネルギー省が提案する Adoption Readiness Level（ＡＲＬ：

採用成熟度）6[24]等多くの提案があり、社会技術への適用の検討も行われている[25]。

本報告では、成立性の５つの側面に対応させて施策の時間的進捗を検討できる点から

ＸＲＬを採用した。 

図１の全体像においては、施策成立条件やその時間的推進計画は施策マネジメント

の中で議論し、ＸＲＬロードマップ（参考文献[23]に例が示されている）として作成

され、また進捗管理されていると想定している。リスクマネジメントにおいては、こ

のＸＲＬロードマップと進捗管理情報を共有する。 

 
6 ＡＲＬは、価値提案、市場受容性、リソース成熟性、事業許諾の 4つの側面で評価を行う。ＸＲＬと同様

な項目を含むが、投資、インフラ、人材がリソースに含まれるなどＸＲＬとは分類が異なる。 
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表１ 社会実装に向けた５つの成熟度レベル 

   （ＳＩＰ資料[23]を参考に再構成した） 

技術成熟度レベル：ＴＲＬ 

Technology Readiness Level 

技術が社会の技術要求水準に達するま

での段階 

ビジネス成熟度レベル：ＢＲＬ 

Business Readiness Level 
事業が安定して成立するまでの段階 

ガバナンス成熟度レベル：ＧＲＬ 

Governance Readiness Level 
制度や規制が完備するまでの段階 

社会成熟度レベル：ＳＲＬ 

Social Readiness Level 

社会受容性が高まり、一定の普及水準 

に達する段階 

人材成熟度レベル：ＨＲＬ 

Human Resources Readiness Level 

社会実装に必要な人的資源の育成と活

用の段階 

 

ＣＮ施策では、ＴＲＬの向上は不可欠である。しかし、ＴＲＬの進捗が順調であっ

ても経済環境、政策動向、社会インフラとしてのシステム安全、地域や市民、ＮＰＯ

の協力や社会受容性、そして施策実施に必要な人材の確保等、一要因からシステムラ

イフサイクル全体への波及が大きなシステミック・リスクとなることが想定される。

さらに、異なる施策間のＸＲＬ進捗の時間的不整合に起因するリスクも想定される。

このため、ＸＲＬの各成熟度の進捗を施策遂行の評価指標として捉えるだけではなく、

施策の時間的進捗におけるリスクを抽出するツールと捉えた包括的なリスク検討が求

められる。個別の施策のＸＲＬ進捗の想定から前記１)「施策の推進を阻害する可能性

があるリスク」の特定ができる。加えて、異なる施策のＸＲＬ進捗の検討と総合し、

相互の時間軸を含む依存関係を検討することによって、２)「施策目標が達成できない

場合のリスク」、３）「施策を推進し実現することに伴うリスク」についても特定がで

きる。 

 

④ ステークホルダーの特定 
ステークホルダーの特定と異なるステークホルダー間の関係の理解、特定されたリ

スクとステークホルダーの関係の検討にはステークホルダー・マップやリスク・ステ

ークホルダー対応マトリクスを作成し、可視化することが有効である。いずれも標準

的なプロジェクトマネジメント手法として広く活用されている可視化手法を参考にし

ている[26]。 

ステークホルダー・マップは、対象とする施策に関係するステークホルダーを列挙

し、ステークホルダー間の物質やサービス、金銭、人材の流れ、政策等の関係を図示

したものである。ビジネスモデルの分析や改善でもしばしば活用される。また、社会
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学の分野において社会と人間の関係の分析手法として提案されているアクターネット

ワーク理論[27]と類似する手法である。 

ＣＮ施策として二酸化炭素回収・利用の実施（ＣＣＵ：Carbon dioxide Capture and 

Utilization）を例としたステークホルダー・マップの作成例を図２に示す。施策が実

現できない原因となるステークホルダーとリスク（例えば、水素製造事業者の社会実

装が遅れ調達ができない、金融機関が融資を行わない）、施策が実現できない結果とし

て影響を受けるステークホルダーとリスク（例えば、CO2排出事業者が想定した CO2の

受け入れ先がなくなる）、実現する結果として影響を受けるステークホルダーとリス

ク等が検討できる。 

ステークホルダー・マップは、リスク検討において更新されるものである。特にリ

スク分類の２）や３）の検討においては、施策の遅延・中止・推進によって影響を受

けるステークホルダー範囲が広がることが想定される。例えば、図２における「従来

製品製造事業者」は、施策推進の障壁としてＣＣＵ実施事業者のリスク原因となり、

施策推進・実現の結果として自身が事業縮小影響を受けるリスクがある。このような

関係を共有することで、従来製品製造事業者が新規事業立案に活用する等、すべての

ステークホルダーによるリスク対応策の検討を可能にする。 

 

図２ 二酸化炭素回収・利用（ＣＣＵ）のステークホルダー・マップ例 

（マップの概念を示すための例示である） 

 

リスク・ステークホルダー対応マトリクスの活用によってリスクの原因となる、あ

るいは影響を受けるステークホルダーを検討できる。 

第３章(1)の「施策の推進を阻害する可能性があるリスク」についてのリスク・ステ

ークホルダー対応マトリクスの構造例(部分)を表２に示す。マトリクスの行は第３章

で示したフレームのリスク項目を示し、列には、例のように一般的な名称を列挙する

ことから始め、ステークホルダー・マップ作成と並行しながら特定されたステークホ

ルダーをより具体的に列挙しながら分析することもできる。このマトリクス上で、リ

スクがあると判断される項目とその原因となる、あるいは影響を受けるステークホル

ダーとの交差要素をマークしたり、具体的なリスク事象を記述することでリスクの特
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定を行うことができる。ここでは施策の推進を阻害する可能性があるリスクについて

例示しているが、施策目標が達成できない場合のリスクや施策を推進し実現すること

に伴うリスクについても同様なリスク・ステークホルダー対応マトリクスを作成する

ことも有効である。 

 

表２「施策の推進を阻害する可能性があるリスク」についての 

  リスク・ステークホルダー対応マトリクスの構造例(部分) 

 

(2) 実務者によるリスク検討事例 

① 検討経緯 
第３章で示したリスク検討フレーム及び前項(1)①で示した活用方法は、工学シス

テムのリスクを広く検討してきた分科会内で議論し、安全工学シンポジウムにおいて

一般参加者や関係する専門家との討議を経て構築したが、実務者による活用可能性の

検証が必要との意見もあった。 

公益社団法人化学工学会ＣＮ推進委員会では、学会として具体的なＣＮ施策を策定

し、社会に提言を行っている[6]。実務者による活用可能性の検証のために同委員会と

連携し「カーボンニュートラル施策推進のためのリスク検討フレームワーキンググル

ープ」(以下ＷＧ)を設置した[10]。メンバーは分科会メンバー３名を中心に、前項(1)

①「リスクマネジメント体制の構築」に準拠し、ＣＮ推進委員会の提言の１つである

プラスチック資源循環システムに関わるステークホルダーを加えた 12 名である。内

訳は、化学企業所属１名、プラントエンジニアリング企業所属１名、化学業界団体所

属３名、金融機関所属１名、国立研究機関所属２名、大学研究者４名であり、ＣＮ推

進委員会や化学工学会会員以外からも招聘した。 

まず、前項(1)②「リスクマネジメントの前提の明確化」に従い、以下を合意した上

で検討を進めた。 

１）検討対象ＣＮ施策として、ＣＮ推進委員会が立案した化学産業における炭素自立

ビジョン[6]の中で化石資源に代わる炭素資源として取り上げられているプラス
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チック・木質バイオマス・回収 CO2 の中から、すでに複数の化学企業が技術開発

を進めているプラスチックを取り上げる。すなわち、プラスチック資源循環シス

テムがシステム範囲となる。 

２）化学産業として 2050年にＣＮを達成する。すなわち、2025年から 2050年までの

期間を想定する。 

３）プラスチック材料を生産する化学産業の視点に立ち、その経営層がプラスチック

リサイクルの事業化、社会実装を行う際の意思決定の場でのリスク検討とする。 

 

② フレームを利用したリスクの抽出 
まず、ＷＧメンバー各自が、第３章に示したリスク検討フレームを参照して、プラ

スチックリサイクル施策についてリスクを抽出した。このとき、表２のようなリスク・

ステークホルダー対応マトリクスを作成し、リスクがあると判断される項目とその原

因となるあるいは影響を受けるステークホルダーの該当部をマークし、その説明を付

記する作業を行った。 

このようにして抽出されたリスクをＷＧにおいて討議し、プラスチックに関わるマ

テリアルフローをベースに図３に示すステークホルダー・マップを作成した。これに

よってステークホルダーとその意思決定項目を可視化し、どのステークホルダーの意

思決定が、どのようなリスク事象の原因となるか、あるいはどのリスクがどのような

ステークホルダーの意思決定に影響を及ぼすかを可視化した。なお、このステークホ

ルダー・マップの作成においては、最初からシステム範囲やステークホルダーを特定

することはしない。単純な構造から始め、リスク抽出と並行する討議によってステー

クホルダーやリスク項目を追加・統合したり、フロー構造を修正したりすることによ

って、ＷＧにおけるシステム範囲やステークホルダーの粒度・位置付けに対する理解

を共通化する役割も持つ。 

このような可視化図によって、ステークホルダーの連関とリスクの関係がＷＧメン

バーにおいて共有された。さらにリスク事象の回避のために実施者が対策を実施でき

るか、協調すべきステークホルダー、さらに回避あるいは緩和方法の議論が可能とな

る。 

施策によっては、ステークホルダー・マップはマテリアルフローベースではなく、

資金フローや役務関係等をベースとして示すことも考えられる。図３においても、行

政、金融、学術等フロー上では示すことができない重要なステークホルダーが存在す

る。この上に抽出されたリスク事象をマップに重ねて示したのが図４である。このマ

ップから、化学企業の視点で、自社内で回避できるリスク、他者との連携が回避に必

要となるリスク、発生すると施策遂行が困難になるリスク等をリスク群として整理が

できる。ここから、リスクの重要度を評価・特定し、施策マネジメントと情報を共有

し、回避・緩和策の検討・実施に進む。ＷＧでは、従来事業と比べてステークホルダ

ー関係が複雑で、従来のようなハザードと発生確率の掛け算という定量化手法が適用
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しがたいこと、政策や消費の影響を強く受けること等の指摘があったが、リスクの定

量化や対応策の検討は今後の課題である。 

この事例に対するＷＧでの一連の作業と討議によって、リスク検討フレームとその

活用について、以下の点が確認できた。 

１）リスク検討フレームとリスク・ステークホルダー対応マトリクスはリスク抽出に

有益であった。また提示したフレームの網羅性は高いと評価された。一方で、リ

サイクル手法によるリスク項目の違いは明確にできず、技術選択等の意思決定で

は技術ごとの要求事項等の詳細化が求められる。 

２）ＷＧメンバーの専門性により、抽出されるリスクには差異があり、異なる専門性

を持つメンバーの参画が重要である。例えば、化学企業・エンジニアリング企業

は化学プロセスの設計からプラント建設・運転については経験があるが、廃棄物

としてのプラスチックについては知見が少なく、プラスチックリサイクル分野の

学術専門家の知見が有益であった。 

３）マテリアルフローベースのステークホルダー・マップは、プラスチックリサイク

ルという事例については有効であったが、フローに含まれない政策決定者や金融、

学術、社会が関わるリスクは適切に可視化できなかった。マップの作成方法につ

いて異なる事例による体系化の必要性が指摘された。 

４）可視化によって、従来業務や専門分野と関連性が小さいステークホルダーの重要

性が認識できた。例えば、製品の下流であった消費者行動が自身の原料調達に与

える影響が認識できた。さらにリサイクル制度専門家によって制度上のリスク原

因が提示され、共有できた。 
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図３ プラスチックリサイクルに関わるマテリアルフローをベースに作成したステーク

ホルダー・マップ 

 

 

図４ プラスチックリサイクルに関わるステークホルダー・マップ上で特定されたリス

ク項目例 
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(3) リスク評価と対策検討に向けた課題 

前節(2)で示した実務者によるリスク検討では、リスク検討フレームを活用すること

により、従来は個別に議論されていた技術、資源、制度、社会受容性、人材等の課題を

統合的に整理し、多様なステークホルダーとの関係の中で可視化できることが、今回対

象とした化学産業におけるプラスチック資源循環システムという１産業分野の１事例

において確認された。今後は多様な分野の異なる施策での適用を行い、その結果を蓄積

し、継続的にリスク検討フレームとその活用方法を改善する必要がある。例えば、国や

自治体等の政策立案者は、規制緩和施策、補助金や税制等の経済施策等が対象となるが、

その施策の影響を受ける主体の多くが民間事業者や地域であり、民間事業者が実施する

施策や地域への影響を第３章(2)及び(3)を活用して検討する必要がある。加えて、第３

章(1)に挙げた民間事業者における施策推進を阻害するリスクを認知し、政策でリスク

を緩和する施策検討も必要とされる。産業や金融機関の施策では、第３章(1)に挙げた施

策推進を阻害するリスクの回避・緩和が重要となるが、従来と同様の技術的及び経済的

成立性に関わるリスクにとどまらず、制度的、社会的及び人的成立性について表 1に挙

げた５つの成熟度によるリスク検討が欠かせない。第３章(2)の活用によって、実施主体

内部のリスク事象による施策実施遅延や中止が外部の施策に与える影響を認識するこ

とも必要である。特に、ＣＮ施策として活用が期待される再生可能エネルギーやグリー

ン水素、バイオマス、廃棄物を利用する施策では、産業間や地域社会の連携施策の立案

も求められる。第 4章(2)で紹介したＣＮ推進委員会は、周南コンビナートの脱炭素施策

の推進のための産学官民連携組織[28]に参画し、同地域のＣＮロードマップ策定を議論

している。その成果は、参画企業社員とその家族、省庁や市の職員、市民、地元高専生、

研究者らが参加するシンポジウムで共有している[29]。このような場は、域内産業構造

の変化に対する地域社会のステークホルダーによる受容性の違いを相互に理解し、リス

クを低減する活動となっている。教育研究機関においては、技術成熟度に関わるリスク

を把握すると共に、社会実装を視野に入れ、産業等と協調して５つの成熟度にかかわる

リスクを包括的に共有することが求められる。特に人的成立性に関わるリスクを回避す

る役割を認識する必要がある。 

このように、ＣＮ施策に伴うリスクは、技術、経済、制度、社会及び人材に関わる多

様な要因が相互に影響しながら発現する。そのため、個別技術や個別主体を対象とした

従来のリスク検討だけでは十分ではなく、施策全体の成立条件とステークホルダー間の

関係性を踏まえた包括的な分析と評価が求められる。特に、政策変更、市場動向、国際

情勢、社会受容性、人材確保等に関わるリスクは定量化が難しく、また複数のリスクが

連鎖的又は同時に発生することによって施策全体へ影響を及ぼす可能性がある。本フレ

ームは、特定されたリスクの評価や対応策の検討について具体的な手法を提示するもの

ではないが、施策の成立条件とステークホルダー間の関係性を分析し、議論する共通言

語となるものである。 

したがって、今後はリスク検討フレームを活用した事例の蓄積を進めるとともに、リ

スクの重要度評価手法、ステークホルダー間でのリスク共有手法、対策の優先順位付け
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手法等について検討を進める必要がある。また、本フレームが国、自治体、企業、研究

機関、金融機関、地域社会など多様な主体の共通言語として活用され、主体や施策分野

ごとにフレームの詳細化を行ったり、活用手法をガイドライン等として具体化したりす

ることも望まれる。本フレームは、そのような評価及び意思決定の基盤として機能し、

カーボンニュートラル施策の円滑かつ効果的な推進に資することを期待する。 
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５ 報告のまとめ 

気候変動は、地球全体の持続可能性に対する脅威であり、その緩和のためにＣＮを達成

し、さらにＧＨＧ排出量を負にすることが必須である。その危機意識の共有の下で、国、

企業、研究機関、地域社会等、多様な主体が様々な施策を立案し推進している。一方で、

ＣＮ施策は、エネルギーシステム、資源循環システム、産業構造及び社会システムの変革

を伴うため、その推進過程及び実現後において、環境、健康、経済及び社会に対する様々

な影響や不確実性が生じる可能性がある。 

このようなリスクが事後的に明らかになることは、その対策のために施策推進の中止や

遅延につながる。このためには、ＣＮ施策の立案時からリスク検討を行い、事前的にリス

クを把握し、その原因となる、あるいは影響を受けるステークホルダーを特定し、速やか

に対策をとることがＣＮの早期の実現につながる。 

加えて、ＣＮの実現には、エネルギー転換のみならず、資源循環、産業構造の変革、社

会システムの再構築を含む長期的かつ広範な取組が必要であり、個別技術の開発や導入だ

けでなく、経済性、制度整備、社会受容性、人材確保等、多様な成立条件を満たすことが

求められる。現状のＣＮ施策の検討では、個別技術や個別分野ごとの議論が中心であり、

施策間の相互依存性や社会全体への影響、さらには施策推進を阻害する要因や実現後に生

じる新たな課題を俯瞰的に検討するための共通的な枠組みは十分に整備されているとは言

い難い。 

本報告では、ＣＮ施策に関わるリスクを、「施策の推進を阻害する可能性があるリスク」、

「施策目標が達成できない場合のリスク」、「施策を推進し実現することに伴うリスク」の

３つに分類し、それらを技術、経済、制度、社会及び人材に関わる５つの側面の成立性の

観点から体系的に検討するためのリスク検討フレームを提示した。また、ステークホルダ

ー・マップやリスク・ステークホルダー対応マトリクス等の活用方法を示し、多様な主体

による実践的なリスク検討の考え方を整理した。 

本フレームの目的は、リスクを網羅的に列挙し、個別施策のリスク項目の特定を支援す

ることだけではなく、ＣＮ施策の成立条件を体系的に確認し、多様なステークホルダーが

共通認識の下で議論を行うための基盤を提供するものである。また、施策推進の障害を抽

出することを目的とするものではなく、施策の成立条件を早期に把握し、多様な主体が共

有することによって、ＣＮ施策の円滑かつ効果的な実施を支援することに意義がある。特

に、施策の立案段階からリスクを共有し、事後的な対応ではなく、事前に対策を検討する

フィードフォワード型の意思決定を支援することに意義がある。 

今後、国、自治体、企業、研究機関、金融機関、地域社会、ＮＰＯ等、多様な主体にお

いて、本フレームを活用したリスク検討とステークホルダー間、及び施策間での対話が進

むことを期待する。また、実際の活用事例や社会情勢の変化を踏まえながら、継続的な改

善と発展が図られることが望まれる。さらに、本報告には含まれないリスクの定量的評価

や対策検討における優先順位決定、具体的な対策の考え方等の知見の蓄積と体系化が必要

である。体系化においては、個別にリスク評価や社会的合意のための検討や施策が進めら
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れ、かつ社会・産業からの関心も大きい原子力技術[30]、再生可能エネルギー技術[31][32]、

水素・アンモニア等の新規エネルギーキャリア利用の技術[29]等の連携が求められる。 

ＣＮ施策の推進においては、温室効果ガス排出削減効果のみを評価軸とするのではなく、

その成立条件と社会的影響を俯瞰的に検討し、多様な主体がリスクと機会を共有しながら

意思決定を行うことが重要である。本報告で示したリスク検討フレームが、そのための共

通言語として活用され、持続可能でレジリエントなＣＮ社会の実現に寄与することを期待

する。 
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ＣＮ施策推進のためのリスク検討フレームの活用方法については、公益社団法人化学工学

会地域連携ＣＮ推進委員会ＣＮ施策推進のためのリスク検討フレーム WGにて審議した。 

2025年１月 18日 第１回 WG 

日本学術会議総合工学委員会・機械工学委員会合同「工学システムに関する安全・安

心・リスク検討分科会」が取りまとめた記録「カーボンニュートラル施策推進のための

影響検討フレームの構築」(2023年９月)の骨子について説明を行った。 

2025年２月７日 第２回 WG 

施策立案者としてフレーム活用の可能性について議論し、公益社団法人化学工学会地

域連携 CN 推進委員会が立案している施策のうち、プラスチックリサイクルを事例とし
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て、各 WG 委員が化学産業の視点からリスク検討フレームの適用を検討することを決定

した。 

2025年３月３日 第３回 WG 

各 WG委員がフレームを適用した結果について報告し、フレームの適用可能性を議論

した。 

2025年４月 22日 第４回 WG 

前回に引き続き、各 WG委員がフレームを適用した結果について報告し、フレームの適

用可能性を議論した。 

2025年５月 20日 第５回 WG 

各 WG委員がフレームを適用し、抽出されたリスクを整理し、リスク影響を受けるステ

ークホルダーとリスク原因となるステークホルダーを明確にする必要性を確認した。 

６月 26 日に開催する安全工学シンポジウム 2025（主催：日本学術会議）における企

画セッション「カーボンニュートラル施策のリスク検討フレーム －プラスチックリサ

イクル施策を例として－」における議論に協力した。 

2025年６月 19日 第６回 WG 

プラスチックフローに沿って影響を受けるステークホルダー、原因となるステークホ

ルダーを整理し、抽出したリスクを含めて可視化することを検討した。 

安全工学シンポジウム 2025開催内容について協力した。 

2025年８月８日 第７回 WG 

６月 26日に開催した安全工学シンポジウム 2025における企画セッションの開催結果

を分科会委員より報告し、これまでの検討で不足している点について検討を加えた。 

プラスチックフローに沿って可視化したリスクについて、その意義を議論した。 

2025年９月２日 第８回 WG 

プラスチックフローに沿って可視化したリスクについて、その意義と活用の可能性に

ついて議論した。  
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＜参考資料２＞ 安全工学シンポジウム開催 

安全に関する学際的なシンポジウムとして日本学術会議主催で 40 年以上にわたり継続

して実施されている。 

 

（１） 安全工学シンポジウム 2024 

１．開催日時  令和６年（2024年）６月 26日（水）～６月 28日（金）9:30～17:00 

２．開催形式   

主催：日本学術会議総合工学委員会・機械工学委員会合同工学システムに関する安全・

安心・リスク検討分科会 

共催：安全工学会、他 32学協会 

３．開催場所等 

日本学術会議講堂、会議室５-A(１)、６-A((１)(２))、６-C((１)(２))＋ZOOMによるハ

イブリッド開催。４つのパラレルセッションで、すべての会場でハイブリッド開催。 

４．テーマ 

 「カーボンニュートラル施策のリスク検討フレーム −プラスチック資源循環を例とし

て−」 

５．開催趣旨： 

令和６年（2024年）度は、「技術・社会の変化と安全工学のパラダイムシフト」のテ

ーマのもと開催する。異分野間での安全に対する取組の差異、あるいは共通する理念に

ついて有意義な意見交換が期待でき、日本学術会議総合工学委員会・機械工学委員会合

同工学システムに関する安全・安心・リスク検討分科会で進めている「カーボンニュー

トラルリスク検討フレーム構築」の検討成果について広く一般への発表がなされるとと

もに、多分野の専門家からの意見集約を行う。 

６．概要： 

ＣＮ施策の影響には、施策の主目的にもなっている地球温暖化対策の成否から、産業

への影響や、生活の利便性への影響まで多様である。このような社会に大きな変革を与

える技術施策を考える際は、その施策の完遂を妨げる可能性やその施策がもたらす社会

への多様な影響を事前に検討しておく必要がある。本セッションでは、ＣＮ施策のリス

ク検討フレームについて概観し、化学工業のＣＮを題材としたリスク視点の一整理、産

業のＣＮ施策がプラスチック資源循環に与える影響、ＣＮ化に伴うリスクを踏まえたプ

ラスチックの廃棄と製造方法、の講演のあと、体系的に整理したＣＮ施策において検討

すべきリスク項目の適用について議論した。 

 

（２） 安全工学シンポジウム 2025 

１．開催日時  令和７年（2025年）６月 25日（水）～６月 27日（金）9:40～17:00 

２．開催形式    

主催：日本学術会議総合工学委員会・機械工学委員会合同工学システムに関する安全・

安心・リスク検討分科会 
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共催：一般社団法人日本原子力学会、他 31学協会 

３．開催場所等 

日本学術会議講堂、会議室５-A(１)、６-A((１)(２))、６-C((１)(２))＋ZOOMによるハ

イブリッド開催。４つのパラレルセッションで、すべての会場でハイブリッド開催。 

４．テーマ 

 「カーボンニュートラル施策のリスク検討フレーム −プラスチックリサイクル施策を

例として−」 

５．開催趣旨： 

令和７年（2025 年）度は、「社会と工学で共創する安全」のテーマのもと開催する。

異分野間での安全に対する取組の差異、あるいは共通する理念について有意義な意見交

換が期待でき、日本学術会議総合工学委員会・機械工学委員会合同工学システムに関す

る安全・安心・リスク検討分科会で進めている「カーボンニュートラルリスク検討フレ

ーム構築」の検討成果について広く一般への発表がなされるとともに、多分野の専門家

からの意見集約を行う。 

６．概要： 

ＣＮ施策の影響には、施策の主目的にもなっている地球温暖化対策の成否から、産業

への影響や、生活の利便性への影響まで多様である。このような社会に大きな変革を与

える技術施策を考える際は、その施策の完遂を妨げる可能性やその施策がもたらす社会

への多様な影響を事前に検討しておく必要がある。本セッションでは、循環型産業への

転換によるカーボンインディペンデンスの実現について概要し、化学産業におけるプラ

スチックリサイクルのリスクと社会実装、プラスチック汚染と他の環境問題とのトレー

ドオフ、の講演のあと、体系的に整理したＣＮ施策において検討すべきリスク項目の適

用について議論した。 
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